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S 目標以上の成果を上げることができた
九州西部地域大学・短期大学連合産学官連携プラットフォーム A 目標を達成できた

B 一部改善は必要であるが、おおよそ目標を達成した
C 目標未達であり更なる努力や大幅な計画の見直しが必要

No. 事業の概要 評定値 評定値 コメント

A-1
教育の質保証に向けて、プラットフォームの全大学
が活用できる教学IRシステムを構築する。

F-3 と 共 同
作業

　本事業ではe-ポートフォリオの可視化(見える化)及びQSP
参画校での共通化したIRシステムの構築を目指している。
参画校での共同IRのデータ更新、情報分析を行い、各校へ
フィードバックを行う。

　QSP参画校17校(私立大学７校、短期大学7校、国公立大学3校)に
よる共同IRの取組として、各校の教育の状況等のデータを収集し、そ
の概要をQSP公式サイトに公開した。

B

A-2
プラットフォーム参加大学の人材や地域の官・産の
人材を生かした共通授業を編成し、カリキュラムの
改善を図る。

F-1 と 共 同
作業

　シラバス及び教材の改善、充実を図り、QSP参画校での
導入拡大を目指す。各校の実状に合わせ導入ができるよう
に支援していく。

　情報教育に関する科目(ハイブリッドアプリ開発)の導入校での授業
実施を通してシラバス、教材の改善を図り、導入校では授業を継続し
ているが、QSP参画校の中でカリキュラムへの新規の導入には至ら
なかった。

C

A-3
プラットフォーム事業の趣旨を徹底し、教職員協同
での事業推進を図るためのFD・SDを実施する。

F-2 と 共 同
作業

　新型コロナウイルス感染症の感染予防のため実施方法に
ついて適切な方法を検討し、参加者が参加しやすい形式
で、プラットフォーム事業を推進するためQSP参画校で共同
によるFD・SDを3件程度実施する。

　8月31日(火)、教育改革FD・SD(共同FD・SD)をZoomを利用したオン
ライン形式で実施した。
タイトル : 大学ランク・学部別の大学教育投資収益率の実態
講師 : 島一則氏(東北大学大学院教育学研究科)
参加者数 : 122名(参加者アンケート回答者数)
※講演動画はYouTubeにて一定期間公開

B

A-4
プラットフォーム参加大学の留学生の学修や卒業
後の地元企業での活躍等を見据えたキャリア支援
を行う。

　開発した留学生向け日本語学修支援システムをQSP参画
校に在籍する留学生に利用促進を図る。
　導入を円滑に進めるため参画校向けの広報資料の作成
と提供を行う。

　SNSを利用した留学生の日本語学修支援システムを開発し、長崎
国際大学にて運用、管理を行い、アプリケーションの改善を図った。
　参画校での利用拡大には現在至っていない。

B

A-5
プラットフォーム参加大学の将来に向けた基盤を強
固にするために入試広報事業等を共同して行う。

　人材バンクの登録教職員の更新、充実を図り、人材派遣
事業を展開し、地域の教育活動等の支援など事業推進を
行っていく。
　地域の高等学校等との連携を強化し、域内での進学率向
上に繋がるよう入試広報活動に関連する取組を推進してい
く。
　QSP参画校と連携を強化し、中・高校での理系女子(リケ
ジョ)育成プログラムの展開を図っていく。

　QSP参画校で構築した人材バンクの登録教職員の更新を適宜行っ
ている。150名程度の教職員の登録を行い、人材バンクを活用した地
域の教育活動等の支援のため講習会等へ講師の派遣を本年度は5
件行った。
　QSP参画校で連携した理系女子(リケジョ)育成プログラムを高大接
続事業の取組として行っている。本年度は、取組を紹介する冊子(「リ
ケジョ」へのお誘い 卒業生の活躍紹介 NIU RIKEI JOSHI)を制作し広
報活動等に活用した。また2件、中高生及び保護者向けの体験会、講
演会を実施した。
・9月23日(木) くすきの杜 東洋医学体験ツアー
・12月12日(日) 聞いてみよう! 体験してみよう「理系女子の世界」

A

A-6
本PF事業参画校の独自の取組内容とその成果を
参画校間で共有する。

　各大学での独自事業について、QSP、本委員会による
様々な支援を行い、事業目的達成に繋がるようにする。

　大学独自事業については、QSP参画校で内容を検討し、目的等が
QSP事業として適合する案件は、本委員会としてもその実施の支援を
行っている。

B

A-7
本専門委員会が担当する事業についての自己評
価を行うとともに外部評価も受ける。

　自己評価を適切に行い、外部評価に基づき、事業計画の
見直しを行い、より良い事業推進が図れるように努めてい
く。

　自己評価、外部評価を基に本委員会・教務系WGの構成校と情報共
有を行い、本年度の各事業の計画に活かし取組を行った。 B

A-8
上記計画以外に、各年度に新たに計画・実施した
事項

自己評価 外部評価

コメント

各大学の教学IRの状況を記載できたが、
その分析等の話し合いはこれからである。

情報教育に関しての授業導入は行った
が、参加校の増加は見られず、質的な検
討がなされていない。

年1回のFDはコロナ禍の中でも行うことが
できたが、2回目には至らなかった。

アプリが完成し、実用的になった。ただ、そ
の使用が広がっていない点は課題であ
る。

コロナ禍であったが、リケジョ育成に関し
ては、予定通りの事業を成功裏に行うこと
ができた。また、卒業生の紹介冊子も作る
ことができ、中学生・高校生に理系の魅力
を伝えられたと考えている。

それぞれの大学が特色ある事業を共同事
業として展開できた。

A　高等教育の質向上専門委員会

自己評価と外部評価

課題分野名

Ａ．高等教育の質
向上

② 高大接続事業の
実施（期間中に12
回）

評定値
リスト

令和3(2021)年度実績

事業達成度にはばらつきがあり、改善の
必要性を感じた。

課題の数値目標

① 共同ＦＤ・ＳＤの実
施（期間中に15回）

大学教育の質の保証

カリキュラム改革事業

共同ＦＤ・ＳＤ事業

留学生支援事業

円滑な高大接続事業

各大学独自事業

令和3年度　事業実績報告及び自己評価

備考 令和3(2021)年度事業計画
中期計画

追加及びその他

事業名
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S 目標以上の成果を上げることができた
九州西部地域大学・短期大学連合産学官連携プラットフォーム A 目標を達成できた

B 一部改善は必要であるが、おおよそ目標を達成した
C 目標未達であり更なる努力や大幅な計画の見直しが必要

No. 事業の概要 評定値 評定値 コメント

自己評価 外部評価

コメント課題分野名

評定値
リスト

令和3(2021)年度実績
課題の数値目標

令和3年度　事業実績報告及び自己評価

備考 令和3(2021)年度事業計画
中期計画

事業名

①「認知症予防プログラム」に関してＰＦ内での情報
共有を推進し、実施地域の拡大を図る。

西 九 州 大
学 独 自 事
業へ変更

②糖尿病等の生活習慣病を予防するための講座
を運営する。

③大学・短大の授業の地域志向化を通じて、上記
プログラムへの学生参画を実現する。

①各大学・短大のもつ資源と関係自治体の福祉課
題を調整し、課題解決に向けたプログラムを開発・
普及する。

②各大学・短大の授業の地域志向化を通じて、上
記プログラムへの学生参画を実現する。

①幼児から高齢者まで各年齢階層のニーズに即し
た公開講座・教室を企画・運営する。

②公開講座・教室の高度化を目指す。

①食育の普及・推進活動を中核とした生活習慣の
改善と心身の健全育成についての支援プログラム
を開発・普及する。

②健康教育プログラムを開発・普及する。

③大学・短大の授業の地域志向化を通じて、上記
プログラムへの学生参画を実現する。

B-5
本PF事業参画校の独自の取組内容とその成果を
参画校間で共有する。

・継続して参画校がそれぞれで実施している健康医療福祉
関連事業と次年度の実施策をまとめ、参画校間で共有す
る。
・令和2年度に新型コロナウイルスの影響を受けた事業を再
開する。

・年度末に振り返りを行い、当年度の当専門委員会の活動に対する
自己評価を行うとともに、総まとめと次年度活動計画に反映する。
・令和３年度実績について外部評価を受ける。

B

B-6
本専門委員会が担当する事業についての自己評
価を行うとともに外部評価も受ける。

・年度末に振り返りを行い、当年度の当専門委員会の活動
に対する自己評価を行うとともに、次年度活動計画に反映
する。
・令和2年度実績について外部評価を受ける。

・年度末に振り返りを行い、当年度の当専門委員会の活動に対する
自己評価を行うとともに、総まとめと次年度活動計画に反映する。
・令和３年度実績について外部評価を受ける。

A

B-7
上記計画以外に、各年度に新たに計画・実施した
事項

●外部評価をうけるための準備作業をお
こなった。

●西九州大学独自のプログラムに移行し
た

・令和3年度も、事業B1～B４を一体的に運用していくこととした。認知
症予防プログラムに関しては、QSPの共同プログラムから外し、大学
独自事業へと移した。
・佐賀地区において実施する事業については「ウォーキングで健康イ
ノベーション」という事業名で各種事業を集約した。長崎（佐世保）地
区、福岡地区において同様の方法がとれるかについては、新型コロ
ナウイルスの蔓延状況が改善しなかったため検討が進まなかった。
・仏教に基づく高齢者の心の健康講座として「コロナの時代を生きる」
（九州龍谷短期大学主催）を開催した。
・自治体・産業界との事業共同実施を促進するとともに、外部資金獲
得にも努めた。

○11月２０日(土) 本学西山ホールで13:30～15:30
 2部構成で「福祉体験コンテスト」と福祉教育セミナーとに分けてで開
催。全体的には予定通り実施できた。ただし原則、無観客だったの
で、受講者の時々の反応を確かめながら進行することが難しかった。
○今回は、コロナ禍での発表となり、参加校も、福祉系と農業高校の
2校と本学と少なかったが、素晴らしい成果発表だった。
○第２部の講演「セクシャリティを超えて～多様性が彩る未来～』で
    は、LGBTの正しい理解・普及に奔走している、本学卒業生の儀間
由里香 氏 （Take it 虹 代表、長崎サポートステーション支援員）
を講師として迎えてのオンラインでの講演であったが、大変すばらし
い内容で、教育者として、知っておくべきこととして大きな反響があっ
た。

各大学独自事業

B

A

●新型コロナウイルスの影響により、
「QSP健康ウォーク2021in佐賀」企画は佐
賀地域委員会各校での開催となった。同
企画には、各学校からの学生および佐賀
地域高校からの生徒のボランティア参加
を実現することができた。
●次年度以降も学生参画を実現していく。

●生活習慣病予防に関する講座をQSP事
業にまで発展させる予定であったが、新型
コロナウイルスの影響で多くの講座が中
止または延期またはリモートとなり、QSP
事業としての開催ができなかった。
●仏教に基づく高齢者の心の健康講座と
して「コロナの時代を生きる」（九州龍谷短
期大学主催）を開催した。
●令和4年度は、リモート講義でもQSP事
業の企画として成立するのかなどの方針
を決めて頂きたい

●前年度の活動により収集および精査で
きたデータを佐賀県に提出した。

●もっと、多くの人たちに聞いて欲しかっ
た。(配信先を拡大することが課題。)
●修了後、関係校や教育機関に録画DVD
を配布した。

●今後も全参画校からの情報集約を行う。

Ｂ．健康・医療・
福祉

① 生活習慣予防等
の関連事業の実施
（特定地域内の自治
体［市町］の1割で実
施）

② 健康増進事業の
実施（最終年度まで
に実施事業数を
2018(平成30)年度比
で10%増）

B　健康・医療・福祉専門委員会

地域の福祉ニーズの調
査・研究に基づいた福祉
プログラムの開発・普及

B-3
生涯学習の視点に立っ
た公開講座・教室の企
画・運営

生活習慣病予防、介護・
認知症予防事業を通じた
生涯現役プログラムの開
発・普及

自己評価と外部評価

B-4

追加及びその他

B-1

地域住民の健康増進に
資するプログ ラム の開
発・普及

B-2

「ウォーキングで健康イノベーション」という事業計画名のも
と、B1～B4までの事業を一体的に実施する。
・佐賀県とのコラボによる「QSP健康ウォーク2021in佐賀」
（仮称）の開催
・佐賀市とのコラボによる「QSP健康ウォーク」（仮称）の開
催
・ウォーキングで健康イノベーション教室事業の展開（全参
加校）
・佐賀県健康福祉部健康増進課との共同事業（健康教室
等）の実施
・ウォーキングで健康イノベーション各種事業とコラボした研
究活動の推進
・長崎地区における健康増進に関する教室の展開
・「鎌田健康教室」関連での株式会社MIZ，佐賀市，西九州
大学他連携の推進
・地域福祉ニーズに基づいた福祉企画の実施
・ソーシャルワーク関連企画の実施

QSP事業の健康・医療・福祉部門の責任
校として、リモート会議等の対応および評
価の取りまとめの役割を果たす。
三者連携を結んでいる株式会社MIZ、熊
本健康支援研究所や小城市などの自治
体からリハビリテーション学部への委託事
業に関してはコロナ禍により今年度はわ
ずかな活動にとどまった。
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S 目標以上の成果を上げることができた
九州西部地域大学・短期大学連合産学官連携プラットフォーム A 目標を達成できた

B 一部改善は必要であるが、おおよそ目標を達成した
C 目標未達であり更なる努力や大幅な計画の見直しが必要

No. 事業の概要 評定値 評定値 コメント

自己評価 外部評価

コメント課題分野名

評定値
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令和3(2021)年度実績
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中期計画

事業名

C-1

グローバル化が進む中、幼・小・中・高校生に具体
的な学習支援をするための方策を検討。幼児・小・
中・高校生と大学生の異世代交流の促進。小学生
等対象の教育教材の作成。

・QSP異文化理解教室

・QSP異文化理解教室
　（佐世保市立広田小学校11/5、九州文化学園高等学校12/13、佐
世保市立広田小学校2/18、小城市立三里小学校3/3）
【教材】
（相互視察対象取り組みより）
・「異文化理解教室」PPｔ教材2件
（E.地域産業の活性化専門委員会）
・「小学校プログラミング必修化に係るシンポジウム教材(先生向け)」

A

子ども支援事業（キッズスポーツ・子ども食堂・憩い
の広場・遊び場の提供・多様な学習や体験活動の
充実等）を実施。

・（特別協力）元気いっぱい！さが子育て応援フェスタ
・2021年度に参画校が実施している取り組みの共有を図
り、事業化を検討する。

C

子育て支援・子ども支援のための人材養成と卒業
生登録システムの検討。 C

保護者に対する子育て講座（子育て支援）事業の
実施。

・南島原市　親育ち講座
・2021年度に参画校が実施している取り組みの共有を図
り、事業化を検討する。

・南島原市　親育ち講座
（R元年度～R3年度）
・R3年度に参画校が実施している取り組みの共有を図り、事業化を
検討する。

A

C-3
幼・小・中・高校生の発達支援の現状と課題を把握
し、地域支援へつなげる。

・2021年度に参画校が実施している取り組みの共有を図
り、事業化を検討する。 C

C-4
卒業生のリカレント教育の検討。社会人の学び直し
の教育課程を構築。

・子ども発達支援士養成プログラム
・リカレント教育について専門委員会・WGとの情報共有を図
る。

・子ども発達支援士養成プログラム（卒後研修）を大学コンソーシアム
佐賀連携校で実施。 A

C-5
子どもの健康・児童福祉・貧困・非行・学習環境等
の実態調査。地域課題研究の抽出のために行政
等と産官学連携を図る。

・子どものLIFE(ライフ)共同研究の継続。
・子どものLIFE（ライフ）共同研究（H29～R3)
研究会：R3.5.6、R3.8.23、R3.12.8 A

C-6
本PF事業参画校の独自の取組内容とその成果を
参画校間で共有する。

参画校各校の「子ども育成」に関する取り組みの相互視察
を継続し、事業化するための資料とする。

・R4年2月20日（予定）[後援]西九州大学・西九州大学短期大学部子
ども研究ネットワーク A

C-7
本専門委員会が担当する事業についての自己評
価を行うとともに外部評価も受ける。

年間2回の会議を長崎と佐賀で開催予定。事業内容、予
算、次年度に向けた活動の方向性について検討し、進捗状
況を確認する。
令和3年7月　会場：長崎国際大学
令和4年2月　会場：長崎短期大学

R3.7.21 令和3年度第1回専門委員会（ZOOM） A

C-8
上記計画以外に、各年度に新たに計画・実施した
事項

第2回　子ども育成フォーラムの開催
共同公開講座開催に向けた調査の実施。

子ども育成フォーラム開催（R2年度～R3年度）
・R3.9.26　第2回QSP子ども育成フォーラム開催
会場：佐賀女子短期大学、企画：鎮西学院大学
テーマ：「コロナ禍における子ども、子育ての心身への影響と支援の
あり方」

A

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点
から企画が中止となった。

昨年同様、新型コロナウイルス感染拡大
防止を優先し、オンラインでの交流会を可
能な形で実施した。オンラインであっても
一定の成果が得られた。

③ リカレント教育の
実施（参画校内で3
校） 年間2回の会議を長崎と佐賀で開催し、事

業内容、予算、次年度に向けた活動の方
向性について検討し、進捗状況を確認し
ているが、今年度は新型コロナウイルス
感染拡大防止のためZOOMによるオンラ
イン会議を開催した。また、外部評価につ
いては活動実績と自己評価を外部評価委
員会に報告し、評価を受けている(A評価)

追加及びその他
第2回子ども育成フォーラムは、コロナ禍
の中での開催を模索し、対面とオンライン
Liveで開催した。

共同研究で子ども支援のニーズの掘り起
こしについては、研究報告書としてまとめ
る予定。具体的な独自の事業化には至っ
ていない。

南島原市・長崎女子短大・長崎短大で開
催することができた。

新型コロナウィルス感染拡大防止の観点
から相互視察、参画校が実施している取
り組みの共有を行えず、独自事業まで
至っていない。

佐賀県の参画校で実施している。今後は
他の参画校での実施の可能性についても
検討していきたい。

研究を継続して積み重ね、研究報告書を
発行予定。

昨年度に続き、視察可能な取り組みにつ
いて、情報共有し、視察も実施予定であっ
たが、今年度については、QSP後援事業
の1件のみとなった。

① 関連教材の開発
（4本）

② 関連支援活動の
実施（最終年度まで
に実施取組数を4
件）

Ｃ．子ども育成

子どもの発達や健全育
成にかかる地域課題研
究の実施

各大学独自事業

C　子ども育成専門委員会

教育・保育専門職業人を
対象としたキャリアアッ
プ・リカレント教育の実施

自己評価と外部評価

幼児・児童・生徒等を対
象とした学習支援及び教
育教材の開発の推進

C-2
地域と協働した子育て支
援・子ども支援活動の推
進

発達障害児に特化した
支援活動の実施
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S 目標以上の成果を上げることができた
九州西部地域大学・短期大学連合産学官連携プラットフォーム A 目標を達成できた

B 一部改善は必要であるが、おおよそ目標を達成した
C 目標未達であり更なる努力や大幅な計画の見直しが必要

No. 事業の概要 評定値 評定値 コメント

自己評価 外部評価

コメント課題分野名

評定値
リスト

令和3(2021)年度実績
課題の数値目標

令和3年度　事業実績報告及び自己評価

備考 令和3(2021)年度事業計画
中期計画

事業名

D-1

グローバル化の進展、およびインバウンド観光者
の増加に伴い、市民の語学力や観光関連業界従
業員の語学力の向上が求められている。そこで、
各大学が有するシーズ、各産業界・県民や市民が
求めるニーズを踏襲し、産官学連携で実施する語
学講座・国際交流イベントの実施体制を構築する。

各プロジェクトを遂行し、それぞれのプロジェクトを自己評価
し、次年度に向けた計画を策定する。

【D-1】（主担当：長崎外国語大学）：産官学連携で実施する
語学講座、国際交流イベントを開催し、ネットワークの構築
を図る。

・委員会の開催には至らなかったが、メール等でプロジェクト内容を共
有し進行した。

【D-1】（主担当：長崎外国語大学）：過去の事業効果の検証結果を基
に、地域のニーズにマッチした新たな枠組みで語学講座を複数大学
の連携のもとに企画・開講する予定であったが、昨年度に続きコロナ
禍による影響により企画内容を調整して「さが国際フェスタ」(R3.10.31)
に出展した。QSP参加校は、西九州大学、西九州大学短期大学部、
佐賀女子短期大学、九州龍谷短期大学、佐賀大学、計5校で、留学
生の参加者は、台湾、ベトナム、中国、スリランカ、ネパールなどで
あった。

A

D-2

インバウンド観光者の増加に向けて、各観光地で
の受け入れ体制の整備が求められている。そこで、
各大学が有するシーズを活用し、地域と連携したイ
ンバウンド観光者の受け入れ整備事業を実施す
る。また、インバウンド観光者の受け入れ体制を検
討するネットワークを整備する。

【D-2】①（主担当：長崎国際大学）：第3回観光・まちづくりに
関するコンテストを実施する。
②（主担当：長崎国際大学）観光関連業界に就職したい学
生と観光関連業界、地域人材の活用を目指す自治体の3者
のパイプとなるようなイベントの実施を図る。

【D-2】①（主担当：長崎国際大学）：2020年度はコロナ禍による対面で
のコンテストの難しさから開催を見送り、2021年度も第3回観光・まち
づくりに関するコンテストを見送った。
②（主担当：長崎国際大学）新型コロナの影響により、外部への発信
など観光業界との共同企画を広げることができなった。

C

D-3

各自治体が実施する観光まちづくりは、域内にとど
まり、観光者の視点での広域連携が達成されてい
ない。そこで、佐賀県・長崎県の各大学・行政・産業
界等が一体となったプラットフォームを構築し、域内
の連携による観光者の視点での観光まちづくりを
進展させる。

【D-3】　「QSP　長崎・佐賀　観光地域づくりネットワーク協
議会」事業として、産官学連携のセミナーを実施し、観光ま
ちづくりのネットワーク構築を図る。

【D-3】(主担当：鎮西学院大学)　「QSP　長崎・佐賀　観光地域づくり
ネットワーク協議会」事業の一環として、文科省「就職・転職支援のた
めの大学リカレント教育推進事業」に産官学連携で応募し採択され
た。観光ホスピタリティ、農商工連携、ドローンビジネスなどのリカレン
ト教育を実施中。

A

D-4
本PF事業参画校の独自の取組内容とその成果を
参画校間で共有する。

・各大学におけるQSP事業化可能なシーズをQSP事業化す
る。

・各大学におけるQSP事業化可能なシーズを見出し共有を図るもの
の、委員会にて検討するまでには至らなかった。
・各事業が延期や開催見送りとなったため、周知や教職員や学生の
積極的な参加を促すことには至っていない。

B

D-5
本専門委員会が担当する事業についての自己評
価を行うとともに外部評価も受ける。

・年度末に、委員が振り返りを行い、その内容を共有し自己
評価を行う。
・外部評価に向けた準備を進める。

・5年目は、数値目標達成に向けた事業実施が未達成であった。
・年度末に、委員が振り返りを行い、その内容を共有し自己評価を
行った。
・外部評価に向けた準備を進めた。

A

D-6
上記計画以外に、各年度に新たに計画・実施した
事項

D　国際交流・観光・まちづくり専門委員会

Ｄ．国際交流・観
光・まちづくり

インバウンド観光者の受
け入れ体制の整備

佐賀県・長崎県の各大
学・行政・産業界等が一
体となった交流人口増加
のための観光まちづくり

② まちづくり事業の
実施（最終年度まで
に3件）

各大学独自事業

① 関連講座の実施
（最終年度までに6
講座開設）

追加及びその他

語学講座・国際交流イベ
ントの産官学連携事業

自己評価と外部評価

　「QSP　長崎・佐賀　観光地域づくりネット
ワーク協議会」事業の一環として、文科省
「就職・転職支援のための大学リカレント
教育推進事業」に産官学連携で応募し採
択された。観光ホスピタリティ、農商工連
携、ドローンビジネスなどのリカレント教育
を実施中で、令和４年度も申請予定。

・各大学で共有したQSP事業化可能な
シーズを、委員会にて検討し、事業化す
る。
・今年度の反省点を踏まえ、次年度事業
に向けた改善点などを委員で共有する。

・５年目の事業をフィードバックし、６年目
は次期中計に向けた事業実施を企画す
る。
・外部評価に向けた準備を進める。

コロナ禍による影響により主催事業には
至らなかったが、「佐賀県国際フェスタ」に
出展し、QSP参画校の教職員や学生（留
学生を含む）が主体となり、産官学連携の
国際交流イベントに参画できた。2022年度
はこの事業成果の検証結果を基に、地域
のニーズにマッチした新たな枠組みで語
学講座を複数大学の連携のもとに企画・
開講する。

・第３回観光・まちづくりに関するコンテスト
の開催が見送られたが、2022年度には、
第３回コンテストの開催につなげ、コロナ
終息後のインバウンド振興に向けた地域
の受け入れ態勢整備につなげる。
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S 目標以上の成果を上げることができた
九州西部地域大学・短期大学連合産学官連携プラットフォーム A 目標を達成できた

B 一部改善は必要であるが、おおよそ目標を達成した
C 目標未達であり更なる努力や大幅な計画の見直しが必要

No. 事業の概要 評定値 評定値 コメント

自己評価 外部評価

コメント課題分野名

評定値
リスト

令和3(2021)年度実績
課題の数値目標

令和3年度　事業実績報告及び自己評価

備考 令和3(2021)年度事業計画
中期計画

事業名

E-1

九州西部地域の国際化と産業の情報化を見据え
て、初等・中等教育段階の児童・生徒に対する英語
やプログラミング教育を強化するために教員や指
導者に対して支援する。

① 長崎外国語大学：英語学習への抵抗感をなくすために
英語イマ―ジョンプログラムを実施する。

② 長崎総合科学大学：プログラミング教育支援について
は、現場の状況に合わせた支援を行う。

①英語イマージョンデイキャンプを上五島で実施、
② プログラミング教育を地域課題探求の一環として捉えて、そこで利
用するツールの開発を行っている。また、デジタル教科書の活用を目
的として、小学校・ベンダー企業の調査を行い、活用の可能性を検討
した。

A

E-2

九州西部地域の情報化された産業を支える人材を
輩出するために、本事業参画校の学生のICT活用
能力の向上を図るとともに、ビッグデータ活用基礎
力の養成や利用者視点でのアプリ開発を支援す
る。

① 長崎総合科学大学：開発した教材に改善を加える。複数
のＰＦ事業参画校間でより効果的な内容及び活用方法を検
討する。活用事例についてシンポジウムを開催し、アプリの
ブラッシュアップと活用の促進を進める。

① 教材の活用においては、これまで通り行っており、シンポジウムは
規模を縮小して、オンラインも含めて検討している。また、アプリのブ
ラッシュアップもそのシンポジウムを受けて行う。

B

E-3

九州西部地域で求められている人材の育成を目指
して、ものづくり・ICT分野、観光・国際化・まちづくり
分野、健康・保育・福祉分野の3分野の公開講演会
や公開講座(生涯学習講座)を開催し、そのコンテン
ツの共同活用を図るとともに、キャリアアップを目指
す社会人向けの教育訓練給付制度に適合する講
座を開設する。

① 長崎総合科学大学：令和2年度に開催できなかった「公
開講演会」を実施する。
② 長崎総合科学大学：女性向けのリカレント教育の内容を
検討し、実施する。
③長崎純心大学：長崎特有の歴史・文化に関する公開講座
「長崎学講座」を実施する。

①カーボンニュートラルをテーマ（世界での取り組み、洋上風力発電
等）に12月12日に開催、約200名参加。
②② 女性リカレント教育に対する興味やニーズを明らかにすることを
目的とした調査を行った。この調査は、佐世保市、長崎市東長崎地
区、全国を対象として行った。さらに、佐世保市において、保育士、看
護師、介護士を対象とした、リカレント教育に関するインタビュー調査
を行っている。
③長崎学講座（全10回実施）を実施、各回50名の参加を得た。

A

E-4

九州西部地域で求められている人材の育成を目指
し、特に、ものづくり・ICT分野、観光・国際化・まち
づくり分野、健康・保育・福祉分野の3分野の高付
加価値化を含む産業活性化支援をより効果的に進
める。そのために、本PF事業参画校の人材バンク
を共同利用できるように整備する。それを基に、地
域の課題解決に寄与できる専門家を紹介するなど
して、産学官間の共同研究を推進し、本PF事業参
画校の学生や大学院生を多く関わらせて、次代の
地域活性化人材の育成を図る。また、産官学間の
共同研究や研修プログラム等を通じて、産官内の
課題発見解決人材(中核的人材)の育成を支援す
る。さらに、地域企業でのインターンシップや企業
紹介の機会を増やし、本PF事業参画校の学生の
地域企業への理解を促し、就職へとつなげる。

① 長崎総合科学大学：ものづくり体験教室
② 長崎総合科学大学・西九州大学：インターンシップにお
ける大学間連携
③ 長崎総合科学大学・長崎外国語大学：波佐見町地域活
性化支援。地域に関心を持つ学生の発掘とその育成を目
的とした地域活性化人材育成教育を、複数大学の学生が
参加する形で実施する。
④長崎総合科学大学：令和2年度に長崎市北部商工会から
受託した事業であるが、複数の大学が関わり、より一層の
教育効果を期待して新規事業として取り組む。

①夏休みの期間を利用したものづくり体験教室を計画していたが、イ
ベントの内容からコロナ禍での実施を断念した。
②インターンシップは学生の長距離移動が伴い宿泊費用の負担が重
く、また県毎に推進団体もあり大学間連携が困難な状況である。
③ 地域活性化人材育成のために、外部講師によるプロジェクト管理
講座を4月に長崎総合科学大学にて開催し、その教材や指導状況の
動画を提供してもらい、QSP内でのそれらの共有化を企図している。
一方、他大学との連携活動はコロナの関係で出来ていない。
④ コロナの関係で当初予定していた内容は実施できていないが、秋
口からの活動再開によって、北部商工会が参加するイベントや商談
会において、来場者へのインタビュー調査やその分析を行った。

A

E-5
歴史的文化的にも魅力のある九州西部地域の特
徴的な産業の活性化を支援する。

①　長崎総合科学大学：特徴的な産業として窯業（波佐見
焼及び三川内焼）について検討した結果、多くの要因が絡
み合った課題がいくつもあることが分かり、それらを正面か
らだけでなく、全く別の視点から課題解決に挑むため、自治
体や企業との協力を得て活動を継続する。

①小規模製陶企業において、生産性の効率化、向上を図るための実
地調査を行った。対象企業において、現地調査、従業員インタビュー
を行い、実際に改善を進めている。

A

E-6
本PF事業参画校の独自の取組内容とその成果を
参画校間で共有する。

本ＰＦ事業参画校がそれぞれで実施している地域活性化支
援として実施案をまとめ、参画校間で共有し、新規事業を含
め可能な限り継続実施する。

本ＰＦ事業参画校がそれぞれで実施している地域活性化支援として
実施案をまとめ、参画校間で共有し、新規事業を含め可能な限り継
続実施する。

A

E-7
本専門委員会が担当する事業についての自己評
価を行うとともに外部評価も受ける。 Ａ

E-8
上記計画以外に、各年度に新たに計画・実施した
事項

本ＰＦ事業参画校がコロナ禍においても、
それぞれで地域活性化支援活動に取り組
んだ。

①10月30日(土)実施。英語イマージョンプ
ログラムの手法を用い、未就学児から高
学年までを対象に、児童生徒の参加意欲
を高める等の工夫を行い、参加者は一様
に集中力を切らすことなく、楽しみながら
英語に触れる機会を持つことができた。
②コーディング教育に偏らないプログラミ
ング教育として、総合的学習の中で行わ
れている地域課題探求への対応や現場
教員が求めるデジタル教科書の機能など
を、現場教員の声を聞きながら整理した。
また、コロナ後の体験学習も見据えて、教
材研究も行った。

①シンポジウムは開催できなかったが、共
通教材は引き続き３校(長崎総合科学大
学、長崎国際大学、活水女子大学)で利用
されている。

各大学独自事業

①公開講演会を開催し、多くの参加者を
集めた。
②計画通り調査及びインタビューを実施
し、所与の成果を得られた。次年度へ向け
て産官学で検討している。
③計画通り、実施できた。

初等・中等教育段階に対
する英語及びプログラミ
ング教育支援

本PF事業参画校におけ
るICT活用人材の育成

社会人のリカレント教育

自己評価と外部評価

E　地域産業の活性化専門委員会

①現地調査、インタビューを行い、工場の
DX化に向けて改善を行っている。次年度
へ向けて、さらなる改善を計画している。

Ｅ．地域産業の活
性化

① リカレント教育の
講座等の実施（最終
年度までに9件）

② 関連シンポジウ
ムの開催（2019(平
成31)年度以降、年1
件）

①コロナ禍で実施できなかった。
②現状でも、解決できない問題が残ってい
る。
③プロジェクト管理講座を開催し、そこで
用いられた教材は、共通教材としてQSP
内で共有するために提供する。
④コロナ禍で他大学との連携活動の規模
は縮小されたが、次年度へ目を向けた活
動も開始した。

産学官連携による地域
活性化人材の育成

九州西部地域に特徴的
な産業の活性化支援

追加及びその他
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S 目標以上の成果を上げることができた
九州西部地域大学・短期大学連合産学官連携プラットフォーム A 目標を達成できた

B 一部改善は必要であるが、おおよそ目標を達成した
C 目標未達であり更なる努力や大幅な計画の見直しが必要

No. 事業の概要 評定値 評定値 コメント

自己評価 外部評価

コメント課題分野名

評定値
リスト

令和3(2021)年度実績
課題の数値目標

令和3年度　事業実績報告及び自己評価

備考 令和3(2021)年度事業計画
中期計画

事業名

F-1
プラットフォームに参加する大学間での単位互換と
共通授業の企画・実施。また、地域活性のための
科目を設定し、共通授業を企画・実施する。

　シラバス及び教材の改善、充実を図り、QSP参画校での
導入拡大を目指す。各校の実状に合わせ導入ができるよう
に支援していく。

・A. 高等教育の質向上専門委員会 A-2に記載。 C

F-2

プラットフォーム内の教育の向上を図るために、教
員と事務職員のFD・SDを共同で実施する。テーマ
については、大学が直面しているアクティブラーニ
ングや初年次教育及びキャリア教育等を取り上
げ、各大学の要求の高いものから実施する。

　新型コロナウイルス感染症の感染予防のため実施方法に
ついて適切な方法を検討し、参加者が参加しやすい形式
で、プラットフォーム事業を推進するためQSP参画校で共同
によるFD・SDを3件程度実施する。

・A. 高等教育の質向上専門委員会 A-3に記載。 B

F-3
教育の質の向上や学修成果の可視化のために、
可能な限り多くの大学が参画するＩＲシステムを構
築し、共同でのＩＲを企画・実施する。

　本事業ではe-ポートフォリオの可視化(見える化)及びQSP
参画校での共通化したIRシステムの構築を目指している。
参画校での共同IRのデータ更新、情報分析を行い、各校へ
フィードバックを行う。

・A. 高等教育の質向上専門委員会 A-1に記載。 B

F-4

児童・生徒（小学生～高校生）及びその保護者を対
象とした公開講座や講座、初等中等教育機関等へ
の教員や学生の派遣、地方自治体や産業界と共
同による教育事業を企画・実施する。

　人材バンクの登録教職員の更新、充実を図り、人材派遣
事業を展開し、地域の教育活動等の支援など事業推進を
行っていく。
　地域の高等学校等との連携を強化し、域内での進学率向
上に繋がるよう入試広報活動に関連する取組を推進してい
く。
　QSP参画校と連携を強化し、中・高校での理系女子(リケ
ジョ)育成プログラムの展開を図っていく。

・A. 高等教育の質向上専門委員会 A-5に記載。 A

F-5
本PF事業参画校の独自の取組内容とその成果を
参画校間で共有する。

　各大学での独自事業について、QSP、本委員会による
様々な支援を行い、事業目的達成に繋がるようにする。

　大学独自事業については、QSP参画校で内容を検討し、目的等が
QSP事業として適合する案件は、本委員会としてもその実施の支援を
行っている。

B

F-6
本ワーキンググループが担当する事業についての
自己評価を行うとともに外部評価も受ける。

　自己評価を適切に行い、外部評価に基づき、事業計画の
見直しを行い、より良い事業推進が図れるように努めてい
く。

　自己評価、外部評価を基に本委員会・教務系WGの構成校と情報共
有を行い、本年度の各事業の計画に活かし取組を行った。 B

F-7
上記計画以外に、各年度に新たに計画・実施した
事項

各大学独自事業

自己評価と外部評価

F　教務系ワーキンググループ

教育支援活動の企画・実
施

年1回のFDはコロナ禍の中でも行うことが
できたが、2回目には至らなかった。

各大学の教学IRの状況を記載できたが、
その分析等の話し合いはこれからである。

コロナ禍であったが、リケジョ育成に関し
ては、予定通りの事業を成功裏に行うこと
ができた。また、卒業生の紹介冊子も作る
ことができ、中学生・高校生に理系の魅力
を伝えられたと考えている。

単位互換と共通授業の
企画・実施

共同FD・SDの企画・実施

追加及びその他

情報教育に関しての授業導入は行った
が、参加校の増加は見られず、質的な検
討がなされていない。

それぞれの大学が特色ある事業を共同事
業として展開できた。

事業達成度にはばらつきがあり、改善の
必要性を感じた。

※「高等教育の質向
上」事業と「子ども育
成」事業における目
標と共通とする。

Ｆ．教務系

共同ＩＲの企画・実施
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S 目標以上の成果を上げることができた
九州西部地域大学・短期大学連合産学官連携プラットフォーム A 目標を達成できた

B 一部改善は必要であるが、おおよそ目標を達成した
C 目標未達であり更なる努力や大幅な計画の見直しが必要

No. 事業の概要 評定値 評定値 コメント

自己評価 外部評価

コメント課題分野名

評定値
リスト

令和3(2021)年度実績
課題の数値目標

令和3年度　事業実績報告及び自己評価

備考 令和3(2021)年度事業計画
中期計画

事業名

G-1

地域創生支援リーダーを育成するためにPF構成大
学等による共同枠の入試を実施し、共同で学生募
集活動を展開。応募条件を「卒業後に各県内事業
所に就職し、地域創生のリーダーとなることを希望
する者」とし、入学者には「地域創生支援リーダー
育成奨学金（仮称）」を給付。財源は基金化を検討
し、2019年(平成31)度入学者より事業開始を目指
す。

2018 事 業
計 画 に 中
期計画から
の変更あり
（事業開始
年度変更）

①共同枠入試の継続（2022年度入試）
1-1)　2021年3月～4月
2022年度共同枠入試への参画意思照会を各大学に発出、
回答を得る
1-2)　2021年7月まで
QSP事務局の下に参画校入試募集担当者によるPTを組
成：制度詳細の確定
1-3)　2021年8月
広報物・学生募集要項を編集・発行

②共同枠入試に係る共同学生募集活動
コロナ禍によるイベント開催は実施可否判断が付きかねる
ため、①の共同作成広報物を用いた高校訪問等を活性化
させることにより域内進学の促進を図る

①共同枠入試の継続（2022年度入試）
2022年度入学者選抜の参画意思照会、昨年度に引き続き3校参画に
よる運用決定
（鎮西学院大学、長崎国際大学、長崎外国語大学）
1-1)3校実務担当者による制度詳細の確定
1-2)広報パンフレット・学生募集要項を共同作成・発行済

②共同枠入試に係る共同学生募集活動
広報パンフレット・学生募集要項を用いた高校訪問を参画3校により
展開中

B

G-2

「地域創生支援リーダー育成奨学金（仮称）」受給
者を中心として、自治体・産業界の協力のもと、県
内就職促進の観点からキャリア支援を実 施。
2019(平成31)年度以降、事業範囲を段階的に拡
大。上記奨学金受給者が中途退学もしくは卒業後
に県外就職した場合は給付型から貸与型へ変更す
る。

2018 事 業
計 画 に 中
期計画から
の変更あり
（上記事業
開 始 年 度
の 変 更 に
伴い、本事
業 の 事 業
拡大年度も
変更）

①合同グループ面接講座（高年次対象）
2021年度も事業継続（含Zoom実施）の方向で検討

②（低年次対象）域内就職促進事業の実施

2-1) 共同枠入試1期生対象オリエンテーション
3校の共同枠入試1期生に対してZoomにより地域創生支援
リーダー育成事業の趣旨説明や、地元就職の意義につい
ての理解深耕を目的にセミナーを開催する。
時期：4月（可能な限り早く）
2-2) この他、地域企業見学バスツアーや地域企業社員と
のオンラインによる交流会等を定例開催し、プログラムの充
実を図る

①合同グループ面接講座（高年次対象）
2021年12月11日(土)13:00よりオンライン実施
参加企業：6社
参加学生：２２名

②（低年次対象）域内就職促進事業
2-1) 共同枠入試1期生対象オリエンテーション
1期生の入学がなかったため未実施
2-2) プログラムの内容検討：2021年9月14日にWG会議を開催し、両
県内の既往イベントとの連携等を含めた次年度プログラム検討に着
手

A

G-3
本PF事業参画校の独自の取組内容とその成果を
参画校間で共有する。

特になし

●事業実績の広報（合同グループ面接講座関連）
①日本私立大学協会「オンラインを活用した就職・キャリア支援に関
する事例集」への掲載（2021.8.24公表）
②日本私立短期大学協会『短期大学教育』No.77への寄稿（「就職活
動支援Zoomブレイクアウトルームを使った合同グループ面接講座の
実施について」西九州大学短期大学部　相川賢士学生支援課長、
2021.10.20刊行）
③日本私立大学協会「令和3年度（通算第45回）就職部課長相当者
研修会」での事例報告（「オンラインを活用した就職・キャリア支援事
例」西九州大学　相川賢士学生支援課長、2021.11.8配信開始）（報告
の模様を伝える記事が『教育学術新聞』第2863号に掲載、2021.11.24
付）

●共同枠入試の広報（長崎国際大学）
2021.12.4付長崎新聞に共同枠入試広告を掲載

S

G-4
本ワーキンググループが担当する事業についての
自己評価を行うとともに外部評価も受ける。

特になし 特になし Ａ

G-5
上記計画以外に、各年度に新たに計画・実施した
事項

特になし 特になし ―

各大学独自事業

自己評価と外部評価 ―

① 県内大学進学率
の向上（最終年度ま
でに2016(平成28)年
度入学生の進学率
比で１％増）

地域創生支援リーダー育
成事業（域内進学促進事
業）

―追加及びその他

地域創生支援リーダー育
成事業（域内就職促進事
業）

② 県内事業所就職
率の向上（最終年度
までに2014(平成26)
年度卒業生の就職
率比で１％増）

①高年次対象事業
事後アンケートにより把握した、本事業を
通じて地元就職意欲が向上した参加者の
割合（目標80%）は、86.4%となり過去最高
であった。事業目的は十分に達成された。
②低年次対象事業
1期生の入学がなかったため未実施だっ
たが、WG会議での協議を通じて、2022年
度以降の実施プログラムの具体的な検討
がなされた。

G　学生支援系ワーキンググループ

2021年度入試は入学者ゼロに終わったが
2022年度入試についても前年度と同様の
参画校を得て予定通り実施した。
2022年度入学者数如何では評定の上方
修正も検討。

西九州大学 ・ 西九州大学短期大学部
相川賢士　学生支援課長の尽力により、
日本私大協ほか関係団体への本WG取組
事例の報告が行われた。本WGのみなら
ずQSP自体への興味関心の向上にも大き
く寄与したと考える。

Ｇ．学生支援系
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S 目標以上の成果を上げることができた
九州西部地域大学・短期大学連合産学官連携プラットフォーム A 目標を達成できた

B 一部改善は必要であるが、おおよそ目標を達成した
C 目標未達であり更なる努力や大幅な計画の見直しが必要

No. 事業の概要 評定値 評定値 コメント

自己評価 外部評価

コメント課題分野名

評定値
リスト

令和3(2021)年度実績
課題の数値目標

令和3年度　事業実績報告及び自己評価

備考 令和3(2021)年度事業計画
中期計画

事業名

H-1

プラットフォーム事業における重点分野（高等教育
の質向上、健康・医療・福祉、子ども育成、国際交
流・観光・まちづくり、地域産業活性化、県内進学促
進、県内就職支援）でのプラットフォーム内の人事
交流について検討し、可能な部分から随時実施す
る。

A

H-2

プラットフォーム事業における重点分野（「高等教育
の質向上」/「健康・医療・福祉」/「子ども育成」/「国
際交流・観光・まちづくり」/「地域産業活性化」）のう
ち、1つまたは2つ以上の分野から構成される共同
研究

A

H-3

プラットフォーム事業における重点分野（「健康・医
療・福祉」/「子ども育成」/「国際交流・観光・まちづ
くり」/「地域産業活性化」）のうち、1つまたは2つ以
上の分野から構成されるPF内の複数の大学の教
職員による共同の公開講座の企画・実施

A

災害、事件・事故発生時におけるリスクマネジメント A

・防減災対策、災害時の支援体制等に関して、市
町等の自治体も含めた産学官連携による防減災に
関する公開講座、災害時の支援計画、共同SD計
画を策定する。

A

・各大学は1人以上、防火・防災管理者資格取得者
を養成する A

H-5
本PF事業参画校の独自の取組内容とその成果を
参画校間で共有する。

西九州大学・短期大学部FD研修会（2/3） A

H-6
本ワーキンググループが担当する事業についての
自己評価を行うとともに外部評価も受ける。 A

H-7
上記計画以外に、各年度に新たに計画・実施した
事項

H-4
PF内で、特定の地域に
おけるリスクマネジメント
についての検討

各大学独自事業

PFで実施した環境、人口
動態などPF内の地域固
有の事由を考慮した高等
教育全体にわたる現状と
課題の分析に基づく、PF
内の地域課題の解決の
ための共同研究の実施

自己評価と外部評価

PF形成大学等において、
共同の公開講座の企画・
実施

追加及びその他

① 共同研究の実施
（最終年度までに、
年2件以上）

大学リカレント教育推進事業においても、
当WGの自己評価を組み入れており、評価
できる。

令和2年度、未実施の2つの事業を実施する。
①「地域課題解決型教育ショーケース」開催
・QSP構成各大学の地域課題解決型の教育プログラムの
取組、学修成果等に関するポスター発表
・大学での取組
・高校での取組
・産業界の取組
・産学（大学・高校）官（教育委員会・労働行政部局）ディス
カッション
②農商工連携人材養成講座（食の6次産業化プロデュー
サー養成講座）のレベル1・2実施

Ｈ．地域・産学連
携系

地域の活性化に資する
大学改革の推進を目的
とする、PF内での教職員
の人事交流を企画・実施

② 施設・設備の共
同利用による取組の
実施（最終年度まで
に、年1件以上）

従来の人事交流に加え新たに、長崎外国
語大学－鎮西学院大学間で人事交流を
実施。共同研究への教員派遣（鎮西→長
崎外大）、リカレント教育推進事業におけ
る事務職員派遣（長崎外大→鎮西）。PF
事業に沿った人事交流が実現したことは
評価できる。

各専門委員会・WGの取組を参照

各専門委員会・WGの取組を参照。
当WGとしては、大学リカレント教育推進事
業の一環としてビジネスセミナー等の事業
成果を公開講座の形態で実施したことは
評価できる。

QSP全体の防減災マニュアルを制定・共
有している。

防災士養成講座は実施しなかった。代わ
りにリカレント教育推進事業において防減
災におけるドローンの活用法について講
座を実施したことは評価できる

各大学の防火・防災管理者の状況把握は
今年度は未実施。
継続して、安全保障貿易管理に関する勉
強会（SD）を実施していることは評価でき
る。

【産学官連携防減災まちづくりプロジェクト】
① 共同SD・公開講座「大学所在地における防減災セミ
ナー」

② 県防災士協会との連携による防災士養成講座（学生、
社会人、教職員対象）の実施

【コロナと大学】
③「コロナ禍と大学教育」をテーマに各大学でのリスク対応
について共有するシンポジウム開催

①「地域課題解決型ショーケース」企画として、「福祉教育フェスティバ
ル」を開催（11/20）
②文科省委託事業「大学リカレント教育推進事業」の実施にあたり、
事業推進、カリキュラム開発、評価の各プロセスにおいて、「地域・産
学連携系WG」「地域産業の活性化専門委員会」「国際交流・観光・ま
ちづくり専門委員会」の参画、QSP構成大学（長崎国際大学・長崎外
国語大学・西九州大学）からの講師派遣のもと、教育プログラムを実
施。

大学リカレント教育推進事業にて開発した「観光ホスピタリティサービ
ス」カリキュラム（動画教材）の提供

「農商工連携お見合いイベント」（仮称）の開催（2/22）予定（大学リカ
レント教育推進事業受講生、QSP大学関係者、リカレント教育推進事
業講師、行政等、本プロジェクト実施委員メンバーが一堂に会し、ビ
ジネスチャンスを創出）

長崎県内大学等安全保障貿易管理に係る勉強会（9/16）長崎総合科
学大学

地域・産学連携事業については各大学の
独事業はもちろん、複数大学間での共同
事業も進みつつあり、評価できる。

H　地域・産学連携系ワーキンググループ
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S 目標以上の成果を上げることができた
九州西部地域大学・短期大学連合産学官連携プラットフォーム A 目標を達成できた

B 一部改善は必要であるが、おおよそ目標を達成した
C 目標未達であり更なる努力や大幅な計画の見直しが必要

No. 事業の概要 評定値 評定値 コメント

自己評価 外部評価

コメント課題分野名

評定値
リスト

令和3(2021)年度実績
課題の数値目標

令和3年度　事業実績報告及び自己評価

備考 令和3(2021)年度事業計画
中期計画

事業名

I-1

共通調査等を活用したIRによって、自校の強み、弱
みなどを把握する。その上で各校が地域のなかで
魅力・特色のある高等教育機関となるような知見を
得る

在学生調査、卒業時調査、卒業生調査、就職先調査、高校
調査等を実施し、IR活動の基盤となるデータを蓄積／共通Ｉ
Ｒ活動の母体拡大を模索する（共通調査実施校の拡大に
向けて動く）／評価からの改善

研究会（データの活用などを協議）を2回（12/12時点）実施。年明けか
ら在学生調査、卒業時調査を実施。 Ａ

I-2
職業・キャリア教育を中心とした教育内容について
の調査研究を展開し、短期大学生に適した教育プ
ログラムを実践する

職業・キャリア教育を中心とした教育内容についての調査
研究
短大生の特色に合わせた職業・キャリア教育プログラムの
自己評価（課題の抽出等）／評価からの改善

2/11（延期）に短大フォーラムin九州を実施予定。現在内容や進め方
を協議中。 Ｂ

I-3

高短（大）接続を円滑に進め、切れ目のないキャリ
ア支援を視野に入れたプログラムを実施する。ま
た、高校生が地域の高等教育機関に魅力・興味・
関心を持ち、佐賀・長崎地域の人口流出を防ぐた
めに連携した活動も実施する

短大生による高校生のキャリア接続支援事業（高大接続事
業）／評価や高校調査の内容も加味し、内容を改善
ただしコロナ禍での実施内容を検討していく。

短大フォーラムの内容をまとめ、高校生へ向けた短大の学習内容や
短大教育の内容をしってもらう動画を作成する予定。 B

I-4

短期大学の役割のひとつである「学び直し」を充実
させる。コミュニティカレッジとしての性質も模索され
ている短期大学で社会人のリカレント教育を充実さ
せていくことが重要である。また社会人となった卒
業生へのキャリア支援も同じ文脈で捉え、連携して
実施する

目的や特性に応じた実施内容の検討を継続。QSP内部で
重複しないような実施協議が必要。

特になし B

I-5
短期大学の機能として生涯学習活動の拠点があ
る。カルチャーセンター化しない地域の学びの拠点
を構築し、生涯学習機能を充実させる

目的や特性に応じた実施内容の検討を継続。QSP内部で
重複しないような実施協議が必要。

特になし B

I-6
共同してのFD/SD研修や教職員の人事交流を定
期的に実施することで、短期大学ひいては高等教
育機関としての充実を図る

FD/SD研修
教職員の人事交流

広報活動に関する研修に共同で参加中。また10/26に「遠隔授業実
施ノウハウや取組事例について」のFD/SD研修会を実施した。 A

I-7
本PF事業参画校の独自の取組内容とその成果を
参画校間で共有する。 A

I-8
本ワーキンググループが担当する事業についての
自己評価を行うとともに外部評価も受ける。 A

I-9
上記計画以外に、各年度に新たに計画・実施した
事項

上記のための定期的な事業推進会議や担当者会議開催
（年3回以上）

事業推進会議を1回実施。 A

高短（大）接続を円滑に
進める事業の展開

各大学独自事業

自己評価と外部評価

① 共同ＩＲによる共
通調査等の実施（最
終年度までに年5
件）

② 短大系FD・SDの
実施（期間中に12
件）

学び直し機能の充実

生涯学習機能の充実

教育力、学生支援力など
教職員の能力向上

共同でのIR活動の実施

短期大学生に適した職
業・キャリア教育の推進

追加及びその他

分析基礎データを蓄積できている。蓄積
データを分析することを先決としたため、
卒業生調査実施を延期した。分析するた
めのハード整備を進める予定。

WEBにて実施。

まん延等重点措置の発効により、短大
フォーラムin九州（仮）を6月開催に見送っ
た。コロナ渦での新たな実施方法を模索し
ながら進めている。

I　短期大学系ワーキンググループ

I-2同様に実施方法の変更を余儀なくされ
ていることを受けている。

目的や特性に応じた実施内容の検討を要
する。QSP内部で重複しないような実施協
議が必要。

目的や特性に応じた実施内容の検討を要
する。QSP内部で重複しないような実施協
議が必要。

課題を共有し、研修を実施している。

Ｉ．短期大学系
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S 目標以上の成果を上げることができた
九州西部地域大学・短期大学連合産学官連携プラットフォーム A 目標を達成できた

B 一部改善は必要であるが、おおよそ目標を達成した
C 目標未達であり更なる努力や大幅な計画の見直しが必要

No. 事業の概要 評定値 評定値 コメント

自己評価 外部評価

コメント課題分野名

評定値
リスト

令和3(2021)年度実績
課題の数値目標

令和3年度　事業実績報告及び自己評価

備考 令和3(2021)年度事業計画
中期計画

事業名

J-1 中期計画を取りまとめる - -

J-2
中期計画に記載した各事業について、各専門委員
会やワーキンググループと連携して、進捗状況を
把握・管理する。

事業推進協議会、最終報告書の作成準備など、適宜計画
の進捗状況と今後の事業について進捗状況を把握・管理す
る。

・令和4年1～3月の事務責任者会議、事業推進協議会にて、令和3年
度の自己評価、令和4年度事業計画、予算を協議。
・「中計推進事務局」(西九州大学・長崎国際大学)。5/31協議(事務責
任者会議)ほか6/21、7/9、8/3、8/19、9/2、9/22、9/24、10/27、12/5
などで今後の態勢、タイプ3申請、共同入試等の懸案事項を協議。

A

J-3
中間外部評価を受けるための中間点検評価報告
書を取りまとめる。

令和2年度終了後、平成29年度～令和元年度までの中間
報告書をもとに、最終報告書作成の準備に取り掛かる。

・2年度中間報告書を作成し、令和3年度より最終報告書作成のた
め、会議資料、実施施策・事業資料、広報資料(記事等)などとりまと
めを進めている。

A

J-4
最終外部評価を受けるための最終点検評価報告
書をとりまとめる。

令和2年度終了後、平成29年度～令和元年度までの中間
報告書をもとに、最終報告書作成の準備に取り掛かる。

・令和3年度より最終報告書作成のため、進捗確認、資料収集等準備
開始。会議資料、実施施策・事業資料、広報資料(記事等)など A

J-5 外部評価の企画・準備・対応を行う。 外部評価委員会を開催し、令和2年度の評価を受ける。
・令和3年6月21日令和3年度第1回外部評価委員会を開催。同8月3
日野上委員長講評があり、Ａ評価。「外部評価委員会は、本事業の
更なる発展と深化を強く期待している。」とのコメントをいただいた。

A

J-6
事業の進捗により中期計画の修正が必要になった
場合に、改定作業を行う。

・令和3年度は現行中期計画の事業最終年度となるため、
現在の事業を踏まえ、今後の活動方向、次期中期計画に
ついて協議する。

・事務責任者会議、事業推進協議会にて、今後のQSP態勢、事業に
ついて協議を継続する。 Ｂ

J-7
本中期計画の終了後の事業の継続・発展のための
次期計画について検討を行う。

・各年度の事業実績について課題を確認しながら、次期計
画の策定に備えていく。

・全国プラットフォームの活動状況など、次期中計検討のための参考
資料を情報収集している。 Ｂ

J-8
上記計画以外に、各年度に新たに計画・実施した
事項

・事業の継続・発展のため、社会情勢の変化や各事業の実
績と課題、産学官のより密接な連携関係の強化を推進す
る。

・新型コロナの影響により、活動に制約がかかるなかで、オンライン
公開講座など、ＩＣＴを活用した事業展開を工夫しながら実施した。 A

・5年目となる令和3年度は、事業最終年度となるため、各事
業の仕上げを図る。令和元年度から本格化した各専門委
員会・WGの事業は、令和2年度にコロナ禍で制約を受けた
が、令和3年度は参画機関の連携をより密にし、協働・協力
のもとで、QSP事業を盛り返し、仕上げの年とする。
・本プラットフォームの次期の活動、態勢をどうするか、次の
連携のあり方をQSP内で模索、検討していく。

＜事業予算＞
・人件費及び事業運用資金の確保のため、参画機関のうち、私立大
学・短期大学より、令和3年度の年会費100万円／校納付。各専門委
員会・WGに各45万円を基準として537万円を活動費として配分。8月
には追加で106万円の補正予算計上。
＜外部評価委員会の開催・講評＞令和3年6月21日、8月3日講評
・Ａ評価、「本事業の更なる発展と深化を強く期待している。」とのコメ
ントを受領。
＜令和3年度 私立大学等改革総合支援事業採択＞ 令和4年2月
・タイプ3「プラットフォーム型」に5回目の申請。調査票得点率95.7％。
・QSP中長期計画に対する自己評価では、「Ａ(当初の計画を着実に
実施してきており、目標に対し十分な成果が期待できる。)」として申
請。
＜中計目標達成状況＞※実績/目標値
１．係数目標の達成状況(R3年分)　4項目中3項目達成中
①進学率（大学・短大）両県計46.7％/45.4％、②県内の大学への進
学者数5,731人/5,800人、③大学生の流出入差△3,158人/△3,250
人、④県内就職率(私立)55.5％/53.0％
２．委員会・WG別課題の数値目標の達成数　17項目中15項目を達成
済みまたは達成中(R3年度)。
①共同FDSDの実施　24回/15回、②高大接続事業　17回/12回、③
生活習慣病予防事業　10市町/5市町、④健康増進事業　年平均23
件/年7件　⑤子ども育成関連教材関連講座の実施開発　8本/4本、
⑥子ども育成関連支援事業　19件/4件、⑦子ども育成リカレント教育
の実施　5校/3校、⑧観光・まちづくり関連講座の実施　10講座/6講
座、⑨まちづくり事業の実施　11件/3件、⑩地域産業関連リカレント
教育の講座等の実施　16件/9件、⑪地域産業関連シンポジウムの
開催　0件/年1件、⑫県内大学進学率の向上　42.6％/39％、⑬県内
事業所就職率の向上　55.5％/53％、⑭共同研究の実施  2.2件/2
件、⑮施設、設備の共同利用　3.4件/年2件、⑯共同IRによる共通調
査等　14件/5件、⑰短大系FDSDの実施　8件/12件

A

①    各専門委員会
及びワーキンググ
ループにおける指標
達成の管理と評価を
行う。

・新型コロナによる制約のなか、対策を実
施しながら事業推進を図った。

以下勘案し、自己評価を「A」とする。

・5年目となった令和3年度も、コロナ禍の
影響を受け、各専門委員会・ＷＧを中心と
して、事業活動に大きな制約を受けたもの
の、リモート開催等により工夫しながら事
業を推進した。

・目標係数達成状況については、係数目
標4項目のうち3項目を達成中、残りの1項
目についても達成に近づいている。課題
ごとの数値目標についても、(3年度)17項
目のうち15項目を達成もしくは達成中と、
着実に計画を実行してきており、十分な成
果が期待できる。

・令和3年度事業推進協議会、事務責任
者会議にて現状の事業進捗等を確認、事
業推進を図った。コロナ禍の影響のなか
オンライン会議を中心に対応できた。
・「中計推進事務局」(西九州大学・長崎国
際大学)にて、タイプ３申請、次期連携など
協議を行うことができた。

・令和3年度までの事業進捗確認、最終報
告書作成の下準備ができた。

・令和3年度までの最終報告書作成のた
めの下準備ができた。。

・年度明け後の外部評価委員会開催、外
部評価の態勢が整っており、会議資料等
開催の都度委員あて送付し情報提供。

・次期計画を見据え、次期連携のあり方、
次期取組み案件等を協議。

・次期計画を見据え、次期連携のあり方、
次期取組み案件等を協議。

はじめに
令和３年度の事業報告と自己評価
の内容について、令和4年6月28日
に報告を受けた。その内容は、新型
コロナウイルス感染症の蔓延で事業
推進が極めて困難な状況にあった
にもかかわらず、真摯に本事業を追
及された結果として認められるもの
であり、事業推進者の皆様のご努力
に敬意を表する。

外部評価委員による評価と今後の
展開への期待
（古賀委員）共同入試はチャレンジン
グな取組みで、少し風穴があけば日
本全体にも影響を及ぼすものとして
注目している。地方のためにという
のはぶれない軸だが、ブランディン
グ的には世界の地方都市の活性化
事例に学ぶくらいの勢いも必要であ
る。アウトカムが数字に反映してくる
時期であり、放置しておくと地方の数
値は下がるので、現状維持のハード
ルの高さも共通認識を持ちながら取
り組んでいただきたい。全体的に産
業界とのかかわり方の薄さを感じて
いる。北陸の方では産業界と大学生
と一緒に地域の産業を育んでいくと
いう共創型の段階に入っており、勢
いが出ている。QSPでも産業界と
もっとがっちりと取組まれたらいかが
かと思う。
（植木委員）鎮西学院大学主催で文
科省採択のリカレント事業に取り組
まれているが、全国でも正社員チャ
レンジプログラム、中高年再就職プ
ログラム等、リカレント教育が様々な
分野で実施されている。このようなリ
カレント教育を、QSPという組織で一
般的に受けられるように事業を広げ
られたらいかがかと思う。QSPは壮
大なチャレンジであり、目標達成に
慢心せず引き続き高みを目指してい
ただきたい。
（中原委員）産業界と連携に取り組
む余地がある。そこが県内の就職
率、人材の輩出のきっかけになると
思う。日本航空の活動の中でも、な
かなか学生が集まらない。学生時代
に企業との接点を持つ機会をどう増
やしていくのか、今後の取り組みを
みていきたい。
（前田副委員長）QSPの意義は大き
く、益々充実を図っていただきたい。
地域貢献という目標に沿って、住民
に大学のリソースをどう還元する
か、地元経済にどう貢献するか、大
学生に対する教育の質向上と高校
生へのアプローチ、大きく3方面で事
業の成果を求められている。地域の
住民に対してリカレント教育は実績
をあげているが、学生に対しての事
業はまだ様々な課題がある。
　　　　　（次ページに続く）

J　中期計画策定・点検評価専門委員会

次期計画の検討

中期計画の策定

中期計画の進捗管理

中間報告書の作成

プラットフォーム事業全体

最終報告書の作成

外部評価の実施

②    中期計画全体
の進捗管理と評価
（各年度に実施、中
間評価を３年目に実
施し、最終評価は最
終年度に実施する）

中期計画の改定

追加及びその他

Ｊ．中期計画策
定・点検評価
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S 目標以上の成果を上げることができた
九州西部地域大学・短期大学連合産学官連携プラットフォーム A 目標を達成できた

B 一部改善は必要であるが、おおよそ目標を達成した
C 目標未達であり更なる努力や大幅な計画の見直しが必要

No. 事業の概要 評定値 評定値 コメント

自己評価 外部評価

コメント課題分野名

評定値
リスト

令和3(2021)年度実績
課題の数値目標

令和3年度　事業実績報告及び自己評価

備考 令和3(2021)年度事業計画
中期計画

事業名

J　中期計画策定・点検評価専門委員会

できなかった事業の分析を行い、最
終年度に生かしてほしい。また、
QSPの地元の認知度を高めるため
に、シンボリックな事業を地域に定
着させることを最終年度の課題にし
ていただきたい。

（野上委員長）コロナ禍は困難と混
乱を招いたが、QSP事業の中には、
コロナ禍でも砕けることなく生き延び
たもの、逆に一定以上の効果がでた
ものがある。その事業を肯定的に評
価し、ネット環境やビジネスの変化
のなかで改めて違う特性・個性を
もった事業として、より活かして展開
してほしい。目の前でコロナが新た
な可能性をもたらしてくれていると
思って、次のステップを大胆に、QSP
の象徴的な活動、特徴が生まれれ
ば素晴らしい。広島では、国際的な
ネットワーク環境の中で、産業界と
大学の広島ブランドをドッキングさせ
て、地元とのアクションが生まれてい
る。ユニークな九州西部地域のブラ
ンドを、産業界と大学でジョイントし、
大学をコアにして戦略的にアクション
したら、新たな世界を展開できると期
待している。

QSP事業の今後の展開について
「これからの地域イノベーションの鍵
は大学・短期大学が握っている」とい
う理解が一般的であるが、未だに日
本国内に傑出した成功事例を見出
せておらず、QSP事業のチャレンジ
とその成果に対する期待は極めて
大きい。
新型コロナ感染症蔓延によるダメー
ジは大きく、あらゆる世代、あらゆる
地域、あらゆる事業体における不安
が払拭される状況には未だ至ってい
ない。感染症は今後も人類を襲って
くるとも言われており、自然災害の
規模もこれまでの人類の経験知を
超えてきている。このような状況が
今後の日常であると考えるなら、こ
のコロナ禍にあっても、QSP事業とし
て展開できた事業、あるいは当初の
計画にはなかったQSP参加大学が
展開した新たな地域連携事業等の
特徴を解析し、その特徴を生かすこ
とが大学を中心とした地域イノベー
ションの鍵になるものと理解する。
人を育て、人材を輩出し、新たな知
を創生する高等教育機関としての大
学・短大を中心とした地域イノベー
ションこそが、人々に現在の生の実
感を与え、明日の可能性を見出さ
せ、希望を与えることができると位置
付けるなら、QSP事業と、その更なる
展開に対する期待はますます強く
なってくる。

　

　

　　

プラットフォーム事業全体
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